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第1章　総事業費の確認

（単位：億円）

金額 金額

事業費 678.0 285.2 392.8

工事費 668.0 277.7 390.3

本工事費 247.2 16.1 217.6

ダム費 213.6 0.7 ・転流工 0 m 200.3 ・転流工 276 m

・本体コンクリート打設 0 m3 ・本体コンクリート打設 419,000 m3

管理設備費 14.3 0.0 ・管理設備 0 式 14.7 ・管理設備 1 式

仮設備費 18.8 15.4 ・工事用道路（L=3.1km） 2.8 km 1.6 ・工事用道路（L=3.1km） 0.3 km

※延長は換算延長。 ※延長は換算延長。

工事用動力費 0.5 0.0 ・設備負担金等 0 式 1.0 ・設備負担金等 1 式

測量及び試験費 81.6 68.5 （主な実施項目） 14.3 （主な残項目）

・水文調査、環境調査（アセス）、
　本体関連設計、
　付替道路設計、埋蔵文化財調査等

1 式
・水文調査、環境調査（アセス）、
　本体関連設計・解析等、
　付替道路設計、埋蔵文化財調査等

1 式

用地及び補償費 336.4 190.8 158.3

補償費 203.3 162.6 ・用地補償（167ha） 164 ha 57.0 ・用地補償（167ha） 3 ha

・家屋移転（132戸） 125 戸 ・家屋移転（132戸） 7 戸

補償工事費 133.1 28.2 ・一般国道
（L=7.0km W=10.0m）

2.0 km 101.3 ・一般国道
（L=7.0km W=10.0m）

5.0 km

・付替町道
（L=6.3km W=4.0、5.0m）

1.7 km
・付替町道
（L=6.3km W=4.0、5.0m）

4.6 km

・付替水路
（L=0.6km）

0.6 km
・付替水路
（L=0.6km）

0.6 km

※延長は換算延長。 ※延長は換算延長。

機械器具費 0.1 0.1 0.0

営繕費 2.7 2.1 0.1

事務費 10.0 7.5 2.6

今後必要な項目を抽出し、必要額を算定。
（点検項目）
　本体関連委託費、付替道路委託費、水文調査、
　環境調査（アセス調査）、埋蔵文化財調査等。

残補償物件を整理し、残補償額を算定。

残事業量を算出し、残事業費を算定。
（点検項目）
　・付替国道　全体　L=7.0kｍ
　・付替町道　全体　L=6.3kｍ
　・付替水路　全体　L=0.6km
　

※四捨五入により、合計が一致しない場合がある。

・借地料

伊良原ダム建設事業　総事業費の確認

項目
検証検討に

用いた
事業費

点検内容

Ｈ22迄

実施済み（H22末予定）

Ｈ23以降

残

内容 内容

本体実施設計による数量の見直し、及び物価変動を考慮。
（主な変更点）

　・本体コンクリート　457千m3→419千m3

物価変動を考慮。
現時点で数量の変更はなし。

残事業量から、残工事費を算出。

設備負担金等の見直し。
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工種 種別 S63～H12 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

補
償

用地補償

付替道路

本体

工
事

第２章　工期の確認

伊良原ダム建設事業工程表
祓川総合開発事業（伊良原ダム）
全体計画変更（H21.8）時点

本体工事着手

H22現在進捗率
　付替道路等：20％

今回確認(H23.1)

H22現在進捗率：98％

本体工事着手

試験湛水終了

補償基準妥結

付替道路工事着手

H2建設事業採択
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第３章 過去の洪水実績 

伊良原ダムは、全体計画書（平成２１年８月）の変更時に平成１９年までのデータを追加し、過去の洪

水実績の確認を行っている。よって、過去の洪水実績の点検は、全体計画の変更から長期間経過していな

いこと及び全体計画の変更以降に、大規模な洪水や渇水が発生していないことから、全体計画書の内容に

よるものとする。 
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第４章 堆砂計画の確認 

１．伊良原ダムと油木ダムの堆砂影響因子 

計画堆砂量の算定では、堆砂影響因子となる流域地質や降雨状況などが重要な項目となる。伊良原ダム

に対して、これらを整理すると表-1および図-1のとおりとなる。 

また、図-2および図-3に示すとおり、伊良原ダムの西側には、尾根を挟んで油木ダムがあり、近接した

配置のため、同様な堆砂影響因子を有している（表-1および図-1参照）。 

表-1  伊良原ダムと油木ダムの堆砂影響因子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1伊良原ダムと油木ダムの堆砂影響因子の割合 

 

２．伊良原ダムの計画堆砂量 

伊良原ダムの計画堆砂量は、近傍ダムで、かつ同様な堆砂影響因子をもつ油木ダムの実績堆砂量を参考に算定

する。 

伊良原ダムの全体計画書（平成21年8月）においては、油木ダムの完成後16年間（S46～S62）における堆砂

実績より、平均比堆砂量が295 m3/km2/年となることから、伊良原ダムの比堆砂量を300m3/km2/年として計画し、

100年間の計画堆砂量1,200,000m3としている。 

今回、平成19年までの油木ダムの実績堆砂量および比堆砂量を整理すると次表のとおりとなり、伊良原ダムの

計画堆砂量は、油木ダムの実績比堆砂量259m3/km2/年となり、比堆砂量300m3/km2/年以内であることを確認した。 

 

表-2  類似地質を有するダムの比堆砂量と実績堆砂量 

推定手法 
流域面積 

(km2) 

年数 

(年) 

比堆砂量 

(m3/km2/年) 

堆砂量 

(千m3) 
備  考 

油木ダム 32.6 36(S46～H19) 259  304 実績値 

伊良原ダム 36.8 100 300 1,200 計画値 

注)伊良原ダム堆砂量の算定は、伊良原ダムの流域面積から次式による。 

 (計画堆砂量)＝(比堆砂量)×(流域面積；36.8km2）×100年 

 

 

【参考；ダムの諸元】 

 

 

伊良原ダム 油木ダム
gsm 砂・粘土・汚泥・礫

sg 砂および礫 針葉樹林

sl 粘板岩・砂岩・凝灰質砂岩・ 広葉樹林

凝灰質粘板岩・変斑れい岩・ 混交樹林

変閃緑岩・変輝緑岩 田

ch チャート

ls 石灰岩

Aa 角閃安山岩

Pa 輝石安山岩・角閃安山岩

Pr 変朽安山岩化凝灰質角礫岩

Tb 凝灰質角礫岩

Gb 閃雲花崗岩・黒雲母花崗岩

Gd 花崗閃緑岩

Gr 花崗岩（線状構造をもつ）

Sp 蛇紋岩

Gm 変斑れい岩

Gt 両雲母花崗岩類

Pn 砂質準片岩・泥質準片岩・

緑色準片岩・緑色岩

Gs 砂質片岩・泥質片岩・

Gb 閃雲花崗岩・黒雲母花崗岩

Gd 花崗閃緑岩

Gr 花崗岩（線状構造をもつ）

Sp 蛇紋岩

Gm 変斑れい岩

Gt 両雲母花崗岩類

Pn 砂質準片岩・泥質準片岩・

緑色準片岩・緑色岩

Gs 砂質片岩・泥質片岩・

深

成

岩

変

成

岩

土
地
利
用
割
合

ZZ

未

固

結

堆

積

物

固

結

堆

積

物

火

山

性

岩

石

深

成

岩

変

成

岩

地 質 凡 例 記　号

地
質
割
合

gsm

Pa

16%

Tb

30%

Gd

50%

gsm

Pa

20%

Tb

41%

Gd

28%

Pn

そ
の
他

針葉樹

77%

混交樹

5%

広葉樹

13%

田

5% 広葉樹

6%

針葉樹

87%

田

4%

地質特性

平均年
降水量
(mm)

平均年
最多
日雨量
(mm)

主要構成地質

起伏量
※3

(m)

傾斜度
※4

(度)

崩壊地

面積
※5

(m
2
)

崩壊地

比率
※5

(%)

森林

分布率
※6

(%)

油　木 2,148 160 2.9 ※2 中生代白亜紀の花崗岩
新第三紀火山岩

269.2 12.4 5,500 0.017 93

伊良原 2,148 160 4.0 253.7 11.9 5,000 0.014 95

※1　貯水池回転率＝平均年総流入量÷常時満水位以下の容量

※2　洪水期、非洪水期で容量が異なるため、洪水期の回転率を算定

※3　起伏量＝1kmメッシュ内の最高点標高－1kmメッシュ内の最低点標高とし、

 　　「国土数値情報(三次メッシュ：約1km2)」から流域平均値として算定

※4　傾斜度＝最大傾斜角度－最小傾斜角度とし、「国土数値情報(三次メッシュ：約1km
2
)」から流域平均値として算定

※5　崩壊地比率＝崩壊地面積÷流域面積、崩壊地面積は国土地理院撮影の空中写真(1/3万～1/4万)より判読

※6　森林分布率は、「土地利用図(縮尺1/20万)」を用いて、土地集落(住宅地など)、農地(田など)、

 　　林地等(針葉樹、広葉樹、混交樹など)の面積割合から算定

水文特性

ダム名

地形特性 土砂生産特性貯水池特性

貯水池

回転率
※1

(回/年)

堤高

(m)
目的

流域

面積

(km
2
)

湛水

面積

(km
2
)

総貯水

容量

(千m
3
)

有効

容量

(千m
3
)

油　木 (G) 54.6 FNWI 32.6 0.930 18,200 17,450 1972 36 福岡県 750 230

伊良原 (G) 81.3 FNW 36.8 1.220 28,700 2,560 ― ― 福岡県 1,200 ―

※1　経過年数は2008年時点

※2　計画比堆砂量(換算値)＝計画堆砂量(m
3
)÷流域面積(km

2
)÷100年

計画

堆砂量

(千m
3
)

比堆砂量
※2

(m
3
/km

2
/年)

堆砂計画

ダム名

(型式)

諸　　元

ダ　ム 貯水池

竣工年

経過

年数
※1

管理者
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図-2  近傍ダム地質図 
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図-3  近傍ダムの土地利用図 
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 ４． 目的別対策案の立案の考え方とそれぞれの対策案の概要                                                     
 

 

1． 洪水調節 

  １） 対策案の抽出 

一
次
選
定

二
次
選
定

詳
細
検
討

詳
細
検
討

効
果
を
定
量
的
に
見
込
む
こ
と
が
可
能
な
案
を
選
定

一
次
選
定
さ
れ
た
方
策
案
に
対
し
て
有
力
な
案
を
選
定

二
次
選
定
さ
れ
た
方
策
案
に
対
し
て
組
み
合
わ
せ
を
含
め
有
力
な
案
を
選
定

環
境
や
地
域
へ
の
影
響
を
踏
ま
え
評
価
軸
に
よ
り
総
合
的
に
評
価

祓
川
流
域
で
物
理
的
に
適
用
可
能
な
案
を
選
定 

一
次
選
定
さ
れ
た
対
策
案
に
対
し
て
有
力
な
案
を
選
定 

二
次
選
定
さ
れ
た
対
策
案
に
対
し
て
組
み
合
わ
せ
案
を
含
め
検
討 

「
評
価
軸
」
を
踏
ま
え
総
合
的
に
評
価 

治水対策案選定フロー 

・祓川における洪水処理方法は以下のフローに示したとおり。 治水対策案治水対策案

０ ダム案

1,
既設ダム
の有効活
用

河道改修

河川を中心とした対策
（河道改修、ダム、遊水地）

河川を中心とした対策
（河道改修、ダム、遊水地）

流域を中心とした対策
（霞堤、輪中堤、水田貯留、各戸貯留浸透施設、森林保全）

流域を中心とした対策
（霞堤、輪中堤、水田貯留、各戸貯留浸透施設、森林保全）治

水
対
策
の
方
策
案

2.
遊水地

3.
放水路・
分水路

4.
河道掘削

5.
引堤

6.
堤防嵩上
げ

7.
樹木伐採

8.
決壊しな
い堤防

9.
決壊しづ
らい堤防

10.
高規格堤
防

11.
排水機場

12.
雨水貯留
施設

13.
雨水浸透
施設

14
遊水機能
を有する
土地の保
全

15.
部分的に
低い堤防
の存置

16.
霞堤の存
置

17.
輪中堤

18.
二線堤

19.
樹林帯等

20.
宅地の嵩
上げ・ﾋﾟﾛ
ﾃｨｰ建築
等

21.
土地利用
規制

22.
水田等の
保全

23.
森林の保
全

24.
洪水予測
情報の提
供等

25.
水害保険
等

【対 策】

祓
川
の
治
水
対
策
案
の
抽
出

複
数
の
治
水
対
策
案
の
立
案
（一
次
選
定
・二
次
選
定
）

流域内に既
存ダムが存
在しない

効率的に放水
可能なルート
がない

特に目
立った河
道内樹木
がない

技術的手
法が確立
されてい
ない

技術的手
法が確立
されてい
ない

実現性に
欠ける

堤防嵩上
げ案と併
用で採用
は可能だ
が、嵩上
げ案は不
採用。

流域の土
地利用状
況から効
果は小さ
く適用性
は低い

存在しな
い

存在しな
い

存在しな
い

効率的に
整備がで
きない

効率的に
整備がで
きない

他の治水
対策で対
応可能な
ため適用
しない

他の治水
対策で対
応可能な
ため適用
しない

他の治水
対策で対
応可能な
ため適用
しない

森林面積
に大きな
変化はな
く、これ以
上効果は
見込めな
い

他の治水
対策で対
応可能。
また、雨
量、水位
情報は現
在も行っ
ている

他の治水
対策で対
応可能な
ため適用
しない

祓川の流域内において500m3以上の貯留量の
確保が可能な施設の選定を行った結果、学校6校
（グラウンド）を選定（公園該当箇所無し）。

可能貯留量は全学校で7,600m3であるが、その
調節量は最大限評価したとしても木井基準点で約
4m3/s、河口地点で約6m3/sと僅かである。

※河口地点480m3/s河道

祓川の流域内の水田面積は約12.4km2であり全流域（66.4km2）に対
し、約18％を占める。水田の有効水深（貯留可能水深）を0.15mとした
場合、可能調節量として186万m3程度確保できるが、その調節量は木
井基準点で約17m3/s、河口地点で約25m3/sと僅かである。

なお、当該効果を発現するには、全ての水田においてピーク時に
0.15mの貯留が可能となるよう所有者全てのご協力のもと堰板の改良
を要する。

上記が実施できたとしても、得られる効果は僅かである。

※河口地点460m3/s河道

地役権方式 堀込方式

現状の冠水頻
度を保ちつつ
氾濫を許容した
場合、ピーク流
量の低減効果
は河口地点で
約23m3/s（ピー
ク流量の約
5％）と僅か。

現状で、まとまって貯水容量が
確保できる土地を最大限堀込式
の遊水地として見込んだ場合、木
井基準点で73m3/sのピーク流量
の低減効果が見込める。費用が
高額（概算事業費約460億円）
で、土地の買収面積も大きい
※河口地点330m3/s河道

河道掘削 引堤 堤防嵩上げ 複合案
（河道掘削・引堤）

遊 水 地 河道改修（-0k466～18k400）

別紙参照

ダム案

二
次
選
定
結
果
（概
略
評
価
に
よ
る
治
水
対
策
案
の
抽
出
）

代替案① 河道掘削案

河道掘削 （-0k466～18k400）

代替案③ 河道掘削＋引堤 複合案

引堤 （1k400～10ｋ600）
河道掘削 （-0k466～1k400、10k600～18k400)

代替案② 引堤案

引堤 （-0k466～18k400）

嵩上げを行うと、より高
い水位で洪水を処理す
ることになり、内水被害
の助長や、破堤時の被
害がより大きくなるなど、
デメリットが大きい。

【複合案】（雨水貯留・地役権方式遊水池・水田等の保全）
祓川流域において施設複合による洪水低減効果は、基準点で整備計画目標流量の約5％と低く、

さらに効果量を確保し維持していくために必要な方策を踏まえると実現性に欠ける。

第５章 目的別対策案の立案の考え方とそれぞれの対策案の概要 
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２）抽出した対策案の概要

ケース

案

コンセプト

整備メニュー

安全度

・伊良原ダム　130億円 ・河道改修　　249億円 ・河道改修　　292億円 ・河道改修　　252億円

・河道改修　　73億円

　　○内訳（概算数量・金額） 　　○内訳（概算数量・金額） 　　○内訳（概算数量・金額） 　　○内訳（概算数量・金額）

概算総費用

完成までに
要する費用

※概算事業費の内訳については、四捨五入により合計が一致しない場合がある。

・河川整備計画の安全度（W=1/10）を確保する。
・基準地点流量440m3/s

・河川整備計画の安全度（W=1/10）を確保する。
・基準地点流量440m3/s

合計203億円 合計249億円 合計292億円 合計252億円

引堤案

対策案２

・河道改修（引堤、築堤）

対策案３

複合案（引堤＋河道掘削）
引堤：1k600～10k600

　河道掘削 ：-0k466～1k600･10k600～18k400

・河道改修（引堤、築堤、河床掘削）

引堤により洪水を引き受ける案 引堤および河道の掘削により洪水を引き受ける案

現計画案

・河道改修（河床掘削、築堤）

・河川整備計画の安全度（W=1/10）を確保する。
・基準地点流量440m3/s

対策案１

河道掘削案

・伊良原ダム建設
・河道改修（築堤）

ダムと河道改修により洪水を引き受ける案 河道の掘削により洪水を引き受ける案

概要

ダム案

・河川整備計画の安全度（W=1/10）を確保する。
・基準地点流量　170m3/s

祓川
W=1/10流量

：河道配分流量

370

蔵
持
川

(18/000)

周
防
灘

170 130 100220

馬
場
川

(16/300)

230

宮
下
川

(0/400)

犬
丸
川

(11/700)

伊良原ダム
(18/470)

●
河口

(-0/466)

●
沓尾

(0/000)

■
基準地
点木井

(13/000)

計画区間

■基準地点木井
目標流量：440m3/s
河道配分：170m3/s
洪水調節：270m3/s

築堤

祓川
W=1/10流量

：河道配分流量

400 370 370

(18/000)
蔵
持
川

宮
下
川

犬
丸
川

馬
場
川

(0/400) (11/700) (16/300)

周
防
灘

480 480 440

築堤

●
河口

(-0/466)

●
沓尾

(0/000)

■
基準地
点木井

(13/000)

計画区間

■基準地点木井
目標流量：440m3/s
河道配分：440m3/s
洪水調節：    0m3/s

河床掘削

(18/470)

-0k466～1k600
10k600～18k400：河道掘削

1k600～10k600：引堤

祓川
W=1/10流量

：河道配分流量
蔵
持
川

400 370 370

(18/000)

周
防
灘

480 480 440

宮
下
川

犬
丸
川

馬
場
川

(0/400) (11/700) (16/300)

●
河口

(-0/466)

●
沓尾

(0/000)

■
基準地
点木井

(13/000)

計画区間

■基準地点木井
目標流量：440m3/s
河道配分：440m3/s
洪水調節：　 0m3/s

引堤

(18/470)

河床掘削河床掘削

築堤築堤

数量 金額（億円）

- 0

4.3万m3 3

0.3㎡ 1

架け替え 6橋 13

根固め - 0

1基 2

1480m 1

5.2万㎡ 11

2.2万㎡ 4

64件 38

73

　橋梁

費目・種目・細別

合計

　水路等（付替）

　堰

　補償

　用地

　道路等（付替）

　築堤

　掘削

　護岸工

数量 金額（億円）

38.5万m3 13

8.7万m3 6

9.2㎡ 43

架け替え 15橋 36

根固め 13橋 4

29基 76

2500m 2

9.2万㎡ 18

4.5万㎡ 5

77件 46

249合計

　護岸工

　築堤

　橋梁

　補償

　用地

　道路等（付替）

費目・種目・細別

　水路等（付替）

　堰

　掘削

数量 金額（億円）

48.4万m3 16

12.6万m3 8

8.0㎡ 33

架け替え 21橋 71

根固め 0 0

27基 53

3230m 4

10.6万㎡ 21

19.4万㎡ 17

111件 70

292合計

　水路等（付替）

　堰

　補償

　用地

　道路等（付替）

　橋梁

　護岸工

　築堤

　掘削

費目・種目・細別 数量 金額（億円）

45.9万m3 15

12.1万m3 8

8.5㎡ 38

架け替え 17橋 49

根固め 9橋 3

27基 55

3130m 3

9.7万㎡ 19

13.0万㎡ 11

81件 51

252合計

　補償

　用地

　道路等（付替）

　水路等（付替）

　堰

　橋梁

　護岸工

　築堤

　掘削

費目・種目・細別

9.2万㎡0.3万㎡ 8.0万㎡ 8.5万㎡

-
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 ２． 新規利水 

 １） 対策案の抽出 

一
次
選
定

二
次
選
定

詳
細
検
討

詳
細
検
討

効
果
を
定
量
的
に
見
込
む
こ
と
が
可
能
な
案
を
選
定

一
次
選
定
さ
れ
た
方
策
案
に
対
し
て
有
力
な
案
を
選
定

二
次
選
定
さ
れ
た
方
策
案
に
対
し
て
組
み
合
わ
せ
を
含
め
有
力
な
案
を
選
定

環
境
や
地
域
へ
の
影
響
を
踏
ま
え
評
価
軸
に
よ
り
総
合
的
に
評
価

祓
川
流
域
で
物
理
的
に
適
用
可
能
な
案
を
選
定 

一
次
選
定
さ
れ
た
対
策
案
に
対
し
て
有
力
な
案
を
選
定 

二
次
選
定
さ
れ
た
対
策
案
に
対
し
て
組
み
合
わ
せ
案
を
含
め
検
討 

「
評
価
軸
」
を
踏
ま
え
総
合
的
に
評
価 

新規利水対策案選定フロー 
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２）抽出した対策案の概要

現計画案 対策案１ 対策案２（複合案）

伊良原ダム案 海水淡水化案 地下水取水＋海水淡水化案

コンセプト ダムにより新規開発量を確保する案 海水淡水化施設により新規開発量を確保する案
地下水の休止予定水源の水質改善及び海水淡水化施設によ
り新規開発量を確保する案

事業メニュー
・伊良原ダム建設
・水道施設整備（取水・導水・浄水場）

・海水淡水化施設整備（取水・プラント・導水） ・水道施設整備（地下水取水施設改善）
・海水淡水化施設整備（取水・プラント・導水）

コスト

・新規開発水量37,000m3/日を確保する。

・建設費（残事業費:新規開発分）　　　　　156億円

・新規開発水量37,000m3/日を確保する。

・建設費　　　　　　　　　　　　　　　　　　385億円

・新規開発水量37,000m3/日を確保する。

・建設費　　　　　　　　　　　　　　　　314億円

概　要

案

伊良原ダム

横瀬浄水場

海水淡水化施設

調整池

調整池

導水管

祓
川

祓
川

伊良原ダムイメージ

海水淡水化施設

＋
海水淡水化施設

調整池

調整池

導水管

海水淡水化施設 祓
川

地下水取水

地下水取水施設
20億円

11,000m3/日

海水淡水化施設
294億円

26,000m3/日

＋
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代
替
案
の
方
策
案

不特定利水対策メニュー

（流水の正常な機能の維持に関わる対策メニュー）

供給面での対応 需要面・供給面での
総合的な対策が必要なもの

河川区域内 河川区域外

1．
河道外貯留施
設（貯水池）

3．
他用途ダム容
量の買い上げ

2．
ダム再開発
(嵩上げ・掘削)

4．
水系間導水

5．
地下水取水

6．
ため池
(取水後の貯留
施設も含む)

7．
海水淡水化

8．
水源林の保
全

9．
ダム使用権
等の振替

10．
既得水利の
合理化・転用

11．
渇水調整の
強化

12．
節水対策

13．
雨水・中水の
利用

仮に不特定容
量11,000千m3と
同容量を確保
する場合、貯水
池の掘削量が
膨大で高コスト。
また、広範囲に
わたる買収が
必要なため現
実的ではない。

水系内に、既存
ダムが存在しな
い。
（水系外のダム
の可能性につ
いては、水系間
導水で評価。）

新規利水の
評価と同様に、
隣接する水
系からの導
水は困難で
あるため、適
用しない。

地下水取水
は、現計画の
日最大補給
量を考慮する
と、事業規模
として現実的
ではない。

海水淡水化に
より、正常流
量を確保する
ことは現実的
ではないため
適用しない。

祓川流域では、
森林の面積に
大きな変化は
ない。

流域内の水
田は圃場整
備が進んで
おり、水田利
用の実態に
も大きな変
化はみられ
ない。

渇水時には
河川からの
取水が全くで
きない堰が続
出し、川底を
掘削して伏流
水をポンプで
くみ上げるな
ど、過酷な状
況となるため、
調整は困難。

祓川は上水や
工水としての
利用はない。
農水の節水も
考えられるが、
「渇水調整の
強化」と評価
は同様。

下水道処理
水を高度処
理し、河川流
況の安定化
やかんがい
用水への利
用が考えられ
るが、祓川流
域において
は、現時点に
おいて下水
道処理場は
無い。

水系内に、既存
ダムが存在しな
い。
（水系外のダム
の可能性につ
いては、水系間
導水で評価。）

水系内に、既存
ダムが存在しな
いため、適用でき
ない。（水系外の
ダムの可能性に
ついては、水系
間導水で評価。）

【対策】

【効果及び適用性】

【概略評価により抽出した代替案】 祓川流域において、効果的・現実的な代替案はない。

複
数
の
代
替
案
の
立
案
（一
次
選
定
・二
次
選
定
）

祓川流域内の
ため池の平均
容量から整備
する数を想定
すると、事業規
模として現実
的ではないた
め、適用しない。

福岡県③流水の正常な機能の維持対策案

一
次
選
定

二
次
選
定

詳
細
検
討

詳
細
検
討

効
果
を
定
量
的
に
見
込
む
こ
と
が
可
能
な
案
を
選
定

一
次
選
定
さ
れ
た
方
策
案
に
対
し
て
有
力
な
案
を
選
定

二
次
選
定
さ
れ
た
方
策
案
に
対
し
て
組
み
合
わ
せ
を
含
め
有
力
な
案
を
選
定

環
境
や
地
域
へ
の
影
響
を
踏
ま
え
評
価
軸
に
よ
り
総
合
的
に
評
価

祓
川
流
域
で
物
理
的
に
適
用
可
能
な
案
を
選
定 

一
次
選
定
さ
れ
た
対
策
案
に
対
し
て
有
力
な
案
を
選
定 

二
次
選
定
さ
れ
た
対
策
案
に
対
し
て
組
み
合
わ
せ
案
を
含
め
検
討 

「
評
価
軸
」
を
踏
ま
え
総
合
的
に
評
価 

不特定利水対策案選定フロー 

３．流水の正常な機能の維持対策案の抽出 

 １） 対策案の抽出 
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